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            医療法施行規則の一部を改正する省令の施行について 

 

特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に関する検討会においてとりま

とめられた「特定機能病院及び地域医療支援病院の承認要件の見直しについて」

（以下「報告書」という。）等を踏まえ、医療法施行規則の一部を改正する省令

（平成26年厚生労働省令第45号。以下「平成二十六年改正省令」という。）に

より、下記１の通り、医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第 50号。以下「規

則」という。）の一部を改正することとしました。また、下記２の通り、関連の

通知についても一部を改正することとしました。 

平成二十六年改正省令については、本日公布され、同年４月１日から施行さ

れることとなりますので、貴職におかれましては、制度の趣旨を御了知いただ

くとともに管下の医療機関や関係団体等に周知をお願いいたします。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項

の規定に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

                                    記 

 

１ 平成二十六年改正省令の概要 

  (1) 特定機能病院の承認要件の見直しについて 

     ① 特定の領域に関し高度かつ専門的な医療を提供する特定機能病院 

がん、循環器疾患その他の国民の健康に重大な影響のある疾患に関し、

高度かつ専門的な医療を提供する特定機能病院について、その特性に応

じてその他の特定機能病院と異なる承認要件を設定する。（規則第６条

の３第３項、第６条の４第４項及び第９条の20第２項関係） 



② 標榜科の見直し 

報告書に従い、特定機能病院については平成二十六年改正省令による

改正後の規則第６条の４第１項に規定する診療科の全ての標榜を基本

的には要件とする。ただし、特定の領域に関し高度かつ専門的な医療を

提供する特定機能病院については十以上の診療科の標榜で可とするな

ど同条第２項から第４項までの標榜等でも可能とする。（規則第６条の

４関係） 

   ③ 専門の医師の配置 

特定機能病院全体において、医師の半数以上が平成二十六年改正省令

による改正後の規則第 22条の２第３項に規定する専門の医師であるこ

とを要件とする。（規則第22条の２第３項関係） 

   ④ 紹介率及び逆紹介率 

     一定以上の紹介率を満たすことに加え、一定以上の逆紹介率を満たす

ことを要件とする。紹介率についてはその基準値を高め、50％以上とす

る。ただし、特定の領域に関し高度かつ専門的な医療を提供する特定機

能病院については特に高度な専門性が求められるから、紹介率は80％以

上とする。逆紹介率についてはそれぞれの病院で40％以上、60％以上と

する。（規則第９条の20関係） 

  ⑤ 経過措置等 

     その他必要な経過措置及び所要の改正を行う。 

 (2) 新型インフルエンザ等緊急事態における医療を行う診療所の病床数の増

加等に係る許可制の特例について 

    新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第38条

第１項に規定する特定都道府県（以下「特定都道府県」という。）の区域内

において診療所を開設した者が、同法第32条第１項に規定する新型インフ

ルエンザ等緊急事態（以下「新型インフルエンザ等緊急事態」という。）に

おける医療の提供を行うことを目的として、当該診療所に、病床を設けよ

うとするとき、又は病床数、病床の種別その他厚生労働省令で定める事項

を変更しようとするとき（以下「病床数の増加等の変更」という。）につい

ては、迅速に行われることが必要である。 

このため、同法第 48条第６項及び第７項の規定により、病院の開設者又

は診療所の開設者（医師又は歯科医師でない者が開設した診療所に限る。）

が病床数の増加等の変更を行おうとする場合には、新型インフルエンザ等緊

急事態における医療の提供を行う期間に限り、医療法第７条第２項を適用せ

ず、都道府県知事等の許可は不要とされている。 

この趣旨を踏まえつつ、平成二十六年改正省令において、規則第１条の



14を改正し、医療法第７条第３項の厚生労働省令で定める場合として、特  

定都道府県の区域内において診療所を開設した者が、新型インフルエンザ等

緊急事態における医療の提供を行うことを目的として、診療所の病床数の増

加等の変更を行おうとするときを定め、都道府県による許可ではなく、医療

法施行令（昭和 23年政令第 326号）第３条の３又は第４条第２項の届出で

足りることとする。（規則第１条の14関係） 

  (3) 精神科の外来患者に係る医師配置標準について 

    精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（平成

25年法律第47号）の施行に伴い、良質かつ適切な精神障害者に対する医療

の提供を確保するための指針（平成 26年厚生労働省告示 65号）が平成 26

年４月１日から適用される。同指針は、入院医療中心の精神医療から精神

障害者の地域生活を支えるための精神医療への改革の実現に向け目指すべ

き方向性を示すものであり、同指針第二の二において、精神障害者が、外

来・デイケア等で適切な医療を受けながら地域で生活できるよう、病院及

び診療所における外来医療の提供体制の整備・充実を推進する旨規定され

た。これを踏まえ、精神科デイケア等の更なるニーズの増加に対応し、精

神障害者の地域移行を更に進めるため、精神科の外来患者に係る医師配置

標準について、医師１人当たりの外来患者数の標準を80人とするよう算定

方法を改めることとする。（規則第19条関係） 

 

２ 関連通知の改正 

 (1) 地域医療支援病院の承認要件の見直しについて 

    別紙１の通り、「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」 

（平成10年５月19日付け健政発第639号）を改正する。なお、同通知の

様式については別紙１に付す通り変更する。 

 (2)  特定機能病院の承認要件の見直しについて 

    １(1)に関連して、別紙２の通り、「医療法の一部を改正する法律の一部

の施行について」（平成５年２月 15日付け健政発第 98号）を改正する。

なお、同通知の様式については別紙２に付す通り変更する。 

 



別紙１ 

「医療法の一部を改正する法律の一部の施行について」（平成10年５月19日健政発第639号（抄） 

【新旧対照表】 

                                                   

        （傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

第二 地域医療支援病院に関する事項 第二 地域医療支援病院に関する事項 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 承認に当たっての留意事項 

 （略） 

（１） 紹介患者に対する医療提供(医療法第四条第

一項第一号関係) 

① 医療法第四条第一項第一号に規定する「他

の病院又は診療所から紹介された患者に対

し医療を提供し、(中略)体制が整備されてい

ること」とは、いわゆる紹介外来制を原則と

していることを意味するものであり、具体的

には、次のいずれかの場合に該当することを

求める趣旨であること。 

ア） 次の式により算定した数(以下「地域医

療支援病院紹介率」という。)が八〇％以

上であること 

       地域医療支援病院紹介率 

 

＝ 

 

   イ） 地域医療支援病院紹介率が六五％以上

であり、かつ、次の式により算定した数

(以下「地域医療支援病院逆紹介率」とい 

     う。)が四〇％以上であること 

       地域医療支援病院逆紹介率 

 

＝ 

 

   ウ） 地域医療支援病院紹介率が五〇％以上

であり、かつ、地域医療支援病院逆紹介

率が七〇％以上であること 

  

    前記の地域医療支援病院紹介率及び地域医

療支援病院逆紹介率の算定式において、「紹

介患者の数」、「救急患者の数」、「初診患

者の数」、「逆紹介患者の数」とはそれぞれ

次の値の申請を行う年度の前年度の数をいう

３ 承認に当たっての留意事項 

 （略） 

（１） 紹介患者に対する医療提供(新法第四条第一

項第一号関係) 

  ① 新法第四条第一項第一号に規定する「他の

病院又は診療所から紹介された患者に対し医

療を提供し、(中略)体制が整備されているこ

と」とは、いわゆる紹介外来制を原則として

いることを意味するものであり、具体的には、

次のいずれかの場合に該当することを求める

趣旨であること。 

ア） 次の式により算定した数(以下「地域医

療支援病院紹介率」という。)が八〇％を

上回っていること 

       地域医療支援病院紹介率 

 

＝ 

 

   イ） 地域医療支援病院紹介率が六〇％を上

回り、かつ、次の式により算定した数(以

下「地域医療支援病院逆紹介率」という。)

が三〇％を上回ること 

       地域医療支援病院逆紹介率 

 

＝ 

    

ウ） 地域医療支援病院紹介率が四〇％を上

回り、かつ、地域医療支援病院逆紹介率

が六〇％を上回ること 

    

前記の地域医療支援病院紹介率及び地域医

療支援病院逆紹介率の算定式において、「紹

介患者の数」、「救急患者の数」、「初診患

者の数」、「逆紹介患者の数」とはそれぞれ

次の値の申請を行う年度の前年度の数をいう

紹介患者の数＋救急患者の数 

初診患者の数 
×100 

紹介患者の数 

初診患者の数 
×100 

逆紹介患者の数 

初診患者の数 
×100 

逆紹介患者の数 

初診患者の数 
×100 



ものであること。 

 

    「紹介患者の数」：（略） 

 

 

 

 

「初診患者の数」：患者の傷病について医

学的に初診といわれる

診療行為があった患者

の数(地方公共団体又は

医療機関に所属する救

急自動車により搬入さ

れた患者、当該地域医療

支援病院が医療法第三

十条の四に基づいて作

成された医療計画にお

いて位置付けられた救

急医療事業を行う場合

にあっては、当該救急医

療事業において休日又

は夜間に受診した患者

及び自他覚的症状がな

く健康診断を目的とす

る当該病院の受診によ

り疾患が発見された患

者について、特に治療の

必要性を認めて治療を

開始した患者を除く。) 

    「逆紹介患者の数」：（略）  

 

②  ①において、「休日」とは、日曜日、国民

の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百

七十八号）第三条に規定する休日、一月二日

及び三日並びに十二月二十九日、三十日及び

三十一日をいい、「夜間」とは、午後六時か

ら翌日の午前八時まで（土曜日の場合は、正

午以降）をいうものであること。 

 

（削除） 

 

 

ものであること。 

 

   「紹介患者の数」：（略） 

   「救急患者の数」：緊急的に入院し治療を必

要とした救急患者の数

(初診の患者に限る。以下

同じ。) 

      「初診患者の数」：初診患者の総数(当該地

域医療支援病院が新法

第三十条の三に基づい

て作成された医療計画

において位置付けられ

た救急医療事業を行う

場合にあっては、当該救

急医療事業において休

日又は夜間に受診した

救急患者の数(初診の患

者に限る。また、緊急的

に入院し治療を必要と

した救急患者の数を除

く。)を除く。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「逆紹介患者の数」：（略）  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

② 前記①において「初診患者」とは、診療報

酬点数表において初診時基本診療料若しくは

紹介患者初診時基本診療料又は初診料若しく



 

 

 

   ③ ①において「逆紹介患者」とは、診療に基

づき他の機関での診療の必要性等を認め、患

者に説明し、その同意を得て当該機関に対し

て、診療状況を示す文書を添えて紹介を行っ

た患者（開設者と直接関係のある他の機関に

紹介した患者を除く。）をいうものであるこ

と。 

  

  ④ ①において、紹介状には、紹介患者の氏名、

年齢、性別、傷病名又は紹介目的、紹介元医

療機関名、紹介元医師名、その他紹介を行う

医師において必要と認める事項を記載しなけ

ればならないものであること。 

   ⑤ ①のア)に関して、地域医療支援病院紹介率

が六五％以上であるが①のイ)の要件に該当

しない場合であっても、承認後二年間で当該

紹介率が八〇％を達成することが見込まれる

病院については、都道府県知事が地域の実状

に応じて、具体的な年次計画の提出を求めた

上で、承認して差し支えないこと。 

    なお、この場合において、承認後、二年間

の年次計画が達成されない場合は、地域医療

支援病院の承認の取消しを行うこととなる

が、合理的な努力を行ったものと認められる

場合には、都道府県知事は都道府県医療審議

会の意見を聴いて、一年に限り計画期間の延

長を認めて差し支えないものであること。た

だし、承認後三年を経過してなお年次計画が

達成されない場合においては、都道府県医療

審議会の意見を聴いた上で、その承認の取扱

いを決定されたいこと。 

   ⑥ （略）  

は紹介患者初診料を算定することができる患

者及び社会保険診療以外の患者のうちこれに

相当する患者をいうものであること。  

  ③ 前記①において「逆紹介患者」とは、診療

報酬点数表において診療情報提供料を算定し

た患者及び社会保険診療以外の患者のうちこ

れに相当する患者をいうものであること。ま

た、地域連携診療計画管理料を算定した患者

であって、診療情報提供料(Ⅰ)算定の要件を

満たすものについても、「逆紹介患者」とし

て取り扱って差し支えないこと。 

④ 前記①において、紹介状には、紹介患者の

氏名、年齢、性別、傷病名又は紹介目的、紹

介元医療機関名、紹介元医師名、その他紹介

を行う医師において必要と認める事項を記載

しなければならないものであること。 

   ⑤ 前記①のア)に関して、地域医療支援病院紹

介率が六〇％以上であるが①のイ)の要件に

該当しない場合であっても、承認後二年間で

当該紹介率が八〇％を達成することが見込ま

れる病院については、都道府県知事が地域の

実状に応じて、具体的な年次計画の提出を求

めた上で、承認して差し支えないこと。 

    なお、この場合において、承認後、二年間

の年次計画が達成されない場合は、地域医療

支援病院の承認の取消しを行うこととなる

が、合理的な努力を行ったものと認められる

場合には、都道府県知事は都道府県医療審議

会の意見を聴いて、一年に限り計画期間の延

長を認めて差し支えないものであること。た

だし、承認後三年を経過してなお年次計画が

達成されない場合においては、都道府県医療

審議会の意見を聴いた上で、その承認の取扱

いを決定されたいこと。 

  ⑥ （略）  

（２） （略） （２） （略） 

（３） 救急医療の提供(医療法第四条第一項第二号

関係) 

   医療法第四条第一項第二号に規定する「救

急医療を提供する能力を有すること」とは、 

   ア）～ウ） （略） 

エ） 次のいずれかの場合に該当すること。 

（３） 救急医療の提供(新法第四条第一項第二号関

係) 

    新法第四条第一項第二号に規定する「救急医

療を提供する能力を有すること」とは、 

   ア）～ウ） （略） 

（新設） 



１）  

 

 

 

＝ 

 

が二以上であること 

    ２） 地方公共団体又は医療機関に所属す

る救急自動車により搬送された患者の

数（申請を行う年度の前年度の数）が

一〇〇〇以上であること 

            ただし、二十四時間体制で救急医療

の体制を整え、医療法第三十条の四に

基づいて作成された医療計画において

位置づけられた救急医療事業を行って

いる場合については、上記に該当して

いない場合であっても、都道府県知事

が、次に該当すると認めた場合には、

同法第四条第一項の要件を満たすもの

として、他の要件を満たす場合に限り、

地域医療支援病院の承認を行うことが

できる。 

         ⅰ） 当該病院が所在する二次医療圏

について定められた医療計画を踏

まえ、救急医療体制の確保の観点

から、当該病院に対して承認を与

えることが適当と認めた場合 

     ⅱ） 小児科等の単科の病院であって、

当該診療科に関して地域における

医療の確保の観点から、当該病院

に対して承認を与えることが適当

と認めた場合 

（４） 地域の医療従事者に対する研修の実施(医療

法第四条第一項第三号関係) 

   医療法第四条第一項第三号に規定する「地域

の医療従事者の資質の向上を図るための研修を

行わせる能力を有すること」とは、 

   ア）～エ）（略） 

オ） 年間十二回以上（申請を行う年度の前年

度の数）の研修を主催していること。 

   をいうものであること。なお、研修には、当該

病院以外の地域の医療従事者が含まれること。

（４） 地域の医療従事者に対する研修の実施(新法

第四条第一項第三号関係) 

   新法第四条第一項第三号に規定する「地域の

医療従事者の資質の向上を図るための研修を行

わせる能力を有すること」とは、 

   ア）～エ） （略） 

  （新設） 

   

 をいうものであること。 

 

地方公共団体又は医療機関に 

所属する救急自動車により搬 

送された患者の数（申請を行 

う年度の前年度の数） 

救急医療圏人口 
×1000



また、医師だけではなく、他の医療従事者を対

象としたものが含まれていること。 

 

 （５）・（６） （略） 

 

 

 

（５）・（６） （略） 

４ 業務報告書 

地域医療支援病院の開設者は、新省令第九条の二

第一項各号に掲げる事項を記載した業務報告書を毎

年一〇月五日までに都道府県知事に提出しなければ

ならないものであること。ただし、平成二十六年度

中の業務報告における紹介率及び逆紹介率の実績に

ついては、平成二十六年四月以降の任意の数か月間

（最低一か月間）の平均値を用いても差し支えない

ものであること。また、当該実績が当該紹介率又は

逆紹介率を満たしていない場合には、平成二十五年

度の年間実績における平成二十六年四月における改

正前の地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病

院逆紹介率についても報告すること。さらに、その

際の様式例は別添のとおりであるので参考とされた

いこと。 

都道府県における業務報告書の公表に当たって

は、必要に応じて、記載されている個人情報を削除

するなど適切な対応を講じること。 

４ 業務報告書 

地域医療支援病院の開設者は、新省令第九条の二

第一項各号に掲げる事項を記載した業務報告書を毎

年十月五日までに都道府県知事に提出しなければな

らないものであること。また、その際の様式例は別

添のとおりであるので参考とされたいこと。 

５ 管理者の業務遂行方法 

   （１） （略） 

（２） 救急医療の提供(新省令第九条の十六第二号

関係) 

    ①  新省令（第九条の十六第一号イに規定する

「重傷の救急患者に対し医療を提供する体

制」とは、 

   ア）・イ） （略） 

５ 管理者の業務遂行方法 

（１） （略） 

（２） 救急医療の提供(新省令第九条の十六第二号

関係) 

   ① 新省令（第九条の十六第一号イに規定する

「重傷の救急患者に対し医療を提供する体

制」とは、 

  ア）・イ） （略） 

ウ） ３の（３）のエ）の要件を満たしてい

ること。 

    （新設） 

    ②・③ （略）     ②・③ （略） 

（３） 地域の医療従事者に対する研修の実施(新省

令第九条の十六第三号関係) 

     ① 新省令第九条の十六第三号に規定する「生

涯教育その他の研修を適切に行わせること」

とは、 

     ア）～エ）（略） 

  オ） 年間十二回以上（申請を行う年度の前

年度の数）の研修を主催していること 

    をいうものであること。なお、研修には、当

（３） 地域の医療従事者に対する研修の実施(新省

令第九条の十六第三号関係) 

   ① 新省令第九条の十六第三号に規定する「生

涯教育その他の研修を適切に行わせること」

とは、 

   ア）～エ） （略） 

   （新設） 

    

をいうものであること。 



該病院以外の地域の医療従事者が含まれるこ

と。また、医師だけではなく、他の医療従事

者を対象としたものが含まれていること。 

 

      ②・③ （略）  

  （４）・（５） （略） 

 

 

 

 

   ②・③ （略） 

（４）・（５） （略） 

（６）  紹介患者に対する医療提供(新省令第九条の

十六第六号関係) 

    ① 新省令第九条の十六第六号イに規定する「そ

の管理する病院における医療の提供は、原則と

して紹介患者に対するものであること」とは、

いわゆる紹介外来制を原則としていることを意

味するものであり、具体的には、３の（１）①

ア）からウ）までのいずれかに該当することを

求める趣旨であること。 

    ② ３の（１）⑤により地域医療支援病院紹介率

が八〇％を下回っていて承認を受けた病院につ

いては、承認後二年間で地域医療支援病院紹介

率八〇％を達成するための改善計画の実施状況

を併せて提出すべきものであること。 

     

③ （略） 

（７）・（８） （略） 

（６） 紹介患者に対する医療提供(新省令第九条の

十六第六号関係) 

  ① 新省令第九条の十六第六号イに規定する

「その管理する病院における医療の提供は、

原則として紹介患者に対するものであるこ

と」とは、いわゆる紹介外来制を原則として

いることを意味するものであり、具体的には、

地域医療支援病院紹介率が八〇％を上回って

いることを求める趣旨であること。 

   ② 前記第二の３(一)④により地域医療支援病

院紹介率が八〇％を下回っていて承認を受け

た病院については、承認後二年間で地域医療

支援病院紹介率八〇％を達成するための改善

計画の実施状況を併せて提出すべきものであ

ること。 

   ③ （略） 

（７）・（８） （略） 

（９） その他 

前記の業務を行うに当たっては、次に掲げる

取組を行うことが望ましいこと。 

 

 

 

① 病院内に専用の室、担当者を設け、これら

の業務が総合的に行われ、地域の他の診療所

等との連携が円滑に行われる体制が確保され

ていること。 

②  良質な医療を提供するための取組をより一

層高めていくために、病院の機能について広

域を対象とした第三者による評価を受けてい

ること。 

  ③ 逆紹介を円滑に行うため、退院調整部門を

設置すること。 

④ 地域連携を促進するため、地域連携クリテ

ィカルパスを策定するとともに、地域の医療

機関に普及させること。 

（９） その他 

   前記の業務を行うに当たっては、病院内に専

用の室、担当者を設け、これらの業務が総合的

に行われ、地域の他の診療所等との連携が円滑

に行われる体制が確保されていることが望まし

いこと。 



  ⑤ 住民や患者が医療機関を適切に選択できる

よう、当該病院の果たしている役割を地域住

民に対して、適切に情報発信すること。 

 ６ （略）  ６ （略） 

 ７ その他 

     都道府県は、医療法第二十九条第三項各号のいず

れかに該当する場合においては、地域医療支援病院

の承認を取り消すことができるとされているため、

以下の取扱いについて、遺漏なきを期されたい。 

 （１） 平成二十六年四月一日付けで見直しが行わ

れた承認要件の充足状況について、業務報告書

の確認を行い、承認要件を満たしていない場合

には、二年程度の間に承認要件を充足するため

の年次計画の策定を求めるとともに、当該計画

期間経過後も承認要件が充足されない場合は、

都道府県医療審議会の意見を聴いた上で、その

承認の取扱いを決定されたいこと。 

 （２） 地域医療支援病院の承認要件の充足状況に

ついて、業務報告書により、確認を行うことと

もに、必要に応じて、当該病院からの意見聴取

や現地調査を実施すること。 

 （新設） 

 


